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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】 
 

平成21年11月30日提出の有価証券報告書に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため、

本訂正報告書を提出するものです。 

 

２【訂正事項】 
 

下線部   は訂正部分を示します。 

 

 

第一部【ファンド情報】 

第１【ファンドの状況】 
 

２【投資方針】 

（１）【投資方針】 

① 基本方針 

＜訂正前＞ 

 本投資法人は、中長期的な観点から、着実な成長と安定した収益の確保を目指し、運用資

産の運用を行うことを基本方針としています（規約第27条）。 

 本資産運用会社は、本投資法人の規約及び本投資法人との資産運用委託契約に基づいて、

本投資法人の規約に定める資産運用に関する投資の基本方針を踏まえ、本資産運用会社の社

内規程として、本投資法人の運用資産に適用される運用及び管理にかかる方針につき運用ガ

イドラインを制定し、本投資法人の運用資産にかかる運用方針を以下のとおり定めています。 

 かかる運用ガイドラインは、経済情勢、資本市場の動向、金利の動向、不動産を取り巻く

市場環境、地域経済の発展状況、人口移動と世帯構成の推移、ライフスタイルや住環境への

嗜好の変化、規制環境の変化等に鑑みて、本資産運用会社が最も適切であると判断して制定

されたものです。従って、運用ガイドラインは、今後、上述の経済及び不動産を取り巻く諸

環境の変化等に伴い、規約に定める本投資法人の投資の基本方針を最も適切な態様で実現す

るため、本資産運用会社の判断により機動的に変更されることがあります。 

 しかしながら、平成20年10月９日付民事再生手続開始申立て以降本書の日付までの期間、

新たな資産の取得及び売却は行っておりません。また、再生債権等の全額返済が完了するま

で、本投資法人は新規物件の取得は行いません。 

（後略） 

 

＜訂正後＞ 

 本投資法人は、中長期的な観点から、着実な成長と安定した収益の確保を目指し、運用資

産の運用を行うことを基本方針としています（規約第27条）。 

 本資産運用会社は、本投資法人の規約及び本投資法人との資産運用委託契約に基づいて、

本投資法人の規約に定める資産運用に関する投資の基本方針を踏まえ、本資産運用会社の社

内規程として、本投資法人の運用資産に適用される運用及び管理にかかる方針につき運用ガ

イドラインを制定し、本投資法人の運用資産にかかる運用方針を以下のとおり定めています。 

 かかる運用ガイドラインは、経済情勢、資本市場の動向、金利の動向、不動産を取り巻く

市場環境、地域経済の発展状況、人口移動と世帯構成の推移、ライフスタイルや住環境への

嗜好の変化、規制環境の変化等に鑑みて、本資産運用会社が最も適切であると判断して制定
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されたものです。従って、運用ガイドラインは、今後、上述の経済及び不動産を取り巻く諸

環境の変化等に伴い、規約に定める本投資法人の投資の基本方針を最も適切な態様で実現す

るため、本資産運用会社の判断により機動的に変更されることがあります。 

 しかしながら、平成20年10月９日付民事再生手続開始申立て以降本書の日付までの期間、

新たな資産の取得及び売却は行っておりません。 

（後略） 

 


